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特別徴収事務の手引き

徳島県・県内２４市町村
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１ 個人住民税とは 

 

 県や市町村などの地方団体は、福祉・保健・教育・消防（防災）・ゴミ処理・道路整

備等の事業を広範囲にわたり実施しています。 

  個人住民税は、住民の暮らしに深い関わりを持つこれらの事業のための費用を、住

民がその能力に応じて分担する性格の税金で、「地域社会の会費」と呼ばれることも

あります。 

 この個人住民税は、県民税分と市町村民税分を一括して、市町村が課税・徴収事務

を行っております。 

 

２ 特別徴収の義務 

 

 個人住民税の特別徴収とは、事業主（給与支払者）が、毎月、従業員（納税義務者）

に支払う給与から個人住民税を徴収（天引き）し、従業員に代わって、従業員の住所

地の市町村へ納入していただく制度です。 

  所得税の源泉徴収義務のある事業主は、従業員の個人住民税についても給与から天

引きして納めること（特別徴収）が地方税法等で義務づけられています。 

 

 (1) 特別徴収義務者の指定 

     地方税法第４１条、第３２１条の４及び第３２８条の５第１項の規定により、 

所得税の源泉徴収義務がある事業主は、市町村から特別徴収義務者に指定されま 

す。（給与の支払が毎月でない、又は給与が少額であり、住民税額を引き去りきれ 

ないなどの理由がない限り、普通徴収（※）は認められません。） 

 

 

 ※ 普通徴収 

    主として事業所得がある方などが市町村から送付される納税通知により 

金融機関等で納める方法。（納期等は、市町村によって異なります。） 
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＜特別徴収事務の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 税額の計算は、従業員の居住する市町村が行います。 

 

 (2) 対象者 

      前年中（１月１日～１２月３１日）に課税対象所得があり、本年４月１日現在 

において、事業主から給与の支払を受けている方が対象です。 

 

 (3) 給与支払報告書の提出 

      事業主は、毎年１月３１日までに、従業員が１月１日現在に居住する市町村 

（住民税担当課）に、給与支払報告書（総括表）、給与支払報告書（個人別明細書）、 

個人住民税普通徴収該当理由書（普通徴収となる従業員がいる場合）を提出しま 

す。 

      普通徴収該当従業員がいる場合は、その従業員の給与支払報告書（個人別明   

細書）の摘要欄に普通徴収に該当する理由の略号（普Ａから普Ｅ）を記入して   

ください。 

      また、給与支払報告書（総括表）に記入した普通徴収該当人数と一致するよ   

う「個人住民税普通徴収該当理由書（３頁）」に該当理由に基づく人数を記入   

して提出してください。 

      なお、年の途中で退職した従業員についても提出してください。 

 

    ※ eLTAX（ｴﾙﾀｯｸｽ/電子申告）で提出する場合は、４頁を参照してください

④ 特別徴収した税の納入 
     (翌月 10 日まで) 

③ 毎月の給与から天引き 
   （6 月から翌年 5 月まで） 

② 給与支払報告書の提出 

（1 月 31 日まで） 

② 特別徴収税額の通知 

  （5 月 31 日まで） 

① 給与支払報告書の提出 

（1 月 31 日まで） 
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個人住民税普通徴収該当理由書 兼 仕切紙 

市 町 名  指定番号  

事業所名  

所 在 地  

 

略号 普通徴収該当理由（徳島県統一基準） 人数 

普Ａ 
受給者総人員数が 2 人以下（他市町村分も含め、次の普 B から

普 E に該当する者を除いた全受給者数が 2 人以下） 人 

普Ｂ 他の事業所で特別徴収をされている方（例：乙欄該当者） 人 

普Ｃ 
給与が少額で、特別徴収の引き去りができない方 

※前年の年間給与支払額の基準については下記を参照 人 

普Ｄ 給与の支払が不定期な方（例：給与の支払が毎月でない） 人 

普Ｅ 退職又は退職予定（5 月末まで）の方 人 

合     計 人 

【重要】普 C の該当基準について 

「普 C」に該当する前年の年間給与支払額の基準は、対象となる年度によって以下のとおり異なります。 
・令和 7 年度（令和 6 年分）まで：前年の年間給与支払額が  93  万円以下 
・令和 8 年度（令和 7 年分）  ：前年の年間給与支払額が 103  万円以下 
・令和 9 年度（令和 8 年分）以降：前年の年間給与支払額が 112  万円以下 

※ 徳島県統一基準に該当し、かつ、普通徴収を希望する従業員がいる場合は、毎年、給与支払

報告書とあわせて提出してください。 

※ 普通徴収を希望する従業員がいる場合は、個人別明細書の摘要欄に該当する普通徴収該当

理由の略号（普Ａから普E)を必ず記入してください。 
・複数の該当理由がある場合は、該当理由のいずれか一つに人数を記入してください。 
・eLTAX等の電子媒体を御利用の場合は、該当する方の「普通徴収」欄に必ずチェックをす

るとともに、摘要欄に普通徴収該当理由の略号を記入してください。 

※ 普Ｅの退職予定者は「〇〇年〇〇月〇〇日退職予定」と、個人別明細書の摘要欄に退職予

定年月日を記載してください。 

※ 合計欄の人数が給与支払報告書（総括表）に記載した普通徴収該当人数と一致するように

人数を記入してください。 

 

 

  ※ 「普通徴収該当理由書」の合計人数と個人別明細書の件数が一致することを必ず 
確認してください。 

 

 

   

※ 普通徴収該当理由のいずれにも該当しない場合、普通徴収該当理由に該当しても 

理由書の提出がない場合や記入に不備がある場合は、退職者等の事実上、特別徴 

収ができない場合を除き、原則、特別徴収対象者として取り扱われます。 

 

内 千 円 千 円 千 円

普ｃ
(摘要)

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

普Ｃ 

き
り
と
り
線 

個 人 別 明 細 書 抜 粋 

該当する略号を必ず記入してください。 
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◎ｅLTAX（ｴﾙﾀｯｸｽ/電子申告）で給与支払報告書を提出する場合 

 該当する方の「普通徴収」欄に必ずチェックし、次のとおり対応してください。 

 ① 普通徴収該当理由のうち「普Ａ 受給者総人員数が２人以下」に該当する場   

合は、給与支払報告書（個人別明細書）の摘要欄に略号「普Ａ」を記入してくだ 

さい。 

  ② 普通徴収該当理由の普Ｂから普Ｅに該当する給与受給者がいる場合は、給与   

支払報告書（個人別明細書）の摘要欄に該当する略号「普Ｂ」から「普Ｅ」を記 

入してください。 

  ③ 個人住民税普通徴収該当理由書の添付は不要です。 

 

 ＜ｅLTAX（ｴﾙﾀｯｸｽ）の利用に関するお問い合わせ先＞ 

  地方税共同機構 

  【電話】 

  ① ０５７０－０８１４５９（全国一律通話料） 

   ② ０３－６７４５－７０２０（ＩＰ電話、ＰＨＳ用） 

       受付：９：００～１７：００（土日祝日、年末年始を除く） 

   【ホームページ】 

     https://www.lta.go.jp/ 

 

 (4) 特別徴収税額決定通知書の送付 

      個人住民税の特別徴収期間は、６月から翌年５月までの１２か月です。市町村 

は提出された給与支払報告書とその他資料を基に税額を計算し、毎年５月末日ま 

でに次の書類を事業主に送付します。 

    ① 特別徴収税額の決定通知書（特別徴収義務者用） 

    ② 特別徴収税額の決定通知書（納税義務者用） 

    ③ 納付書（月毎に１枚、計１２枚）※市町村により枚数が異なります。 

    ④ 特別徴収関係書類（市町村により名称は異なりますので御注意ください。    

従業員に退職、転勤等の異動があった場合等、市町村に異動届を提出するとき 

に使用します。） 

 

 
 

  

事業主に送付された「特別徴収税額の決定通知書（納税義務者用）」を５月３１日ま

で個々の従業員に交付してください。 

  

□特別徴収税額の本人への通知 
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 (5) 納期と納入方法 

      特別徴収した個人住民税の納期限は、月割額を徴収した月の翌月１０日です。 

      （１０日が土・日曜日、又は祝日の場合は、その次の平日となります。） 

      従業員の給与から「特別徴収税額の決定通知書」に記載の各月毎の税額を天引 

きし、市町村別にとりまとめ、市町村から送付される納入書で納入します。 

所得税の源泉徴収事務と異なり、事業主が税額の計算をする必要がありません。 

      なお、区域外の金融機関で納入される場合は、従業員の住所地である市町村に 

お問い合わせください。 

 

 

 
 

 給与の支払いを受ける従業員が常時１０人未満の事業主は、申請による市町村の承

認を得ることにより、毎月の納入から年２回の納入に変更することができます。 

  詳しくは、従業員の住所地である市町村にお問い合わせください。 

 

  ※ この特例は、納期に関する特例となりますので、従業員の給与からは毎月徴収 

してください。 

  ※ 納期については、６月から１１月分までを１２月１０日までに、１２月から翌

年５月分までを６月１０日までに納入することになります。 

  ※ 当該市町村の徴収金に滞納があり、納入に支障が生ずるおそれがあると認めら

れた場合は、申請が認められない場合があります。 

  ※ 承認後、給与の支払いを受ける従業員が常時１０人未満でなくなった場合は、

遅滞なくその旨及び必要な事項を記載した届出書を各市町村に提出してくださ  

い。 

 

 (6) 税額の変更通知 

      納税義務者の期限後申告や給与支払報告書の訂正、所得・控除内容の調査の  

結果、税額が更正（決定）されたことにより、通知済の特別徴収税額に変更があ

った場合は、「特別徴収税額の変更通知書」が送付されますので、通知された変更

月から徴収金額を変更してください。 

  

□納期の特例（年２回の納入） 
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 (7) 退職者・休職者の徴収方法 

      ○ ６月１日から１２月３１日までに退職等をした場合 

          特別徴収できなくなった残りの税額は、普通徴収へ切替えることとなり、

納税義務者本人に納付していただきます。利便性と納税の円滑化を考慮し、

納税義務者の申出又は了解を得て、退職時に支払いをする給与又は退職手    

当等から一括徴収していただくこともできます。 

 

        ※ 一括徴収 

            退職者等の未徴収税額の全部を最後の給与、退職手当等から天引きして

納入する方法 

 

   ○ 翌年１月１日から４月３０日までに退職等をした場合 

     地方税法３２１条の５第２項により、特別徴収できなくなる税額は、本人 

の申し出がなくても、５月３１日までの間に支払いをする給与又は退職手当

等から一括徴収することになっています。（一括徴収すべき金額が退職手当

等の金額を超える場合は、この限りではありません。） 

 

        ※ ５月退職の場合も、最終月分として特別徴収により納入していただきま 

す。 

 

 (8) 異動届の提出 

      退職、休職または転勤等により給与の支払を受けなくなった方がいる場合は、

必ず、その事由が発生した日の属する月の翌月１０日までに、市町村へ異動届を

必ず提出してください。 

     異動届の提出が遅れると、退職者等の税額が特別徴収義務者（事業主）の滞 

納額となったり、税額変更や普通徴収への切替え処理が遅れた結果、納税者に 

対して一度に多額の住民税の納付義務を負わせる恐れがあります。 

      また、「(7) 退職者・休職者の徴収方法」のとおり、徴収方法が切替わることを

納税義務者（退職・休職される従業員）にお伝えください。 

      なお、一括徴収・普通徴収・特別徴収継続の異動届の書き方は、各市町村に  

お問い合わせください。 
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 (9) 退職所得に係る住民税の特別徴収 

      退職所得に係る住民税は、毎月給与から天引きしている住民税とは区分して  

計算します。 

      退職所得に対する個人の住民税については、退職手当等が支払われる際に支払

者が税額を計算し、退職手当等の支払金額からその住民税額を天引きして納入

（特別徴収）することとされています。 

   このように他の所得と区分して課税される退職所得に対する個人の住民税を 

「分離課税に係る所得割」といいます。 

      納入する市町村については、退職手当等の支払いを受けるべき日（通常は退職

日）の属する年の１月１日現在における退職手当等を受ける方の住所地の市町村

となります。 

 

  ＜退職所得に係る住民税額の計算方法＞ 

  ア 退職所得の金額 

      退職所得の金額＝（収入金額－退職所得控除額）×１／２（※１） 

                                （１、０００円未満の端数切捨て） 

     ○退職所得控除額の計算（※２） 

      ａ 勤続年数が２０年以下の場合 

          ４０万円×勤続年数（８０万円に満たないときは、８０万円） 

      ｂ 勤続年数が２０年を超える場合 

          ８００万円＋７０万円×（勤続年数－２０年） 

      ※１ 勤続年数５年以内の法人役員等については、１／２は適用されません。      

※２ 退職手当等の支払いを受ける方が在職中に障がい者に該当することに   

なり退職した場合は、ａ又はｂの金額に１００万円を加算した金額が控      

除されます。 

   ※３ 同一年中に２以上の退職手当等を受ける場合は、これらの合計額につ      

いて、算定される退職所得の金額で計算します。 

  イ 特別徴収する税額の計算 

      退職所得の金額に、税率 10％（市町村民税：６％、県民税：４％）を適用して 

計算します。 

      特別徴収すべき市町村民税額＝退職所得の金額×６％ 

      特別徴収すべき県民税額    ＝退職所得の金額×４％ 

      ※ 特別徴収する税額に、１００円未満の端数がある場合は、それぞれの 

    １００円未満の端数を切り捨てます。 
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   ウ 納入の手続き 

        退職手当の支払者は、特別徴収した税額を「市町村民税・県民税納入申告書」 

に所要事項を記入し、その申告書を徴収した月の翌月 10 日までに、それぞれ 

の市町村長に提出し、申告した税額を市役所・町村役場、指定金融機関又は収

納代理金融機関にて納入書により納入してください。 

 

３ 特別徴収義務の徹底に向けて 
 

 徳島県及び県内２４市町村では、法令の遵守、納税環境の向上及び安定した税収の

確保を図るため、次のとおり個人住民税の特別徴収を徹底します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 上記目標を達成するため、県・県内市町村共同で次の取組みを実施します。 

  ・  あらゆる機会を捉えて周知広報に努めます。 

 ・ 納期限までに特別徴収義務者からの納入がない場合は、早期の滞納整理に着 

手します。 

  ※ 地方税法第 48 条に基づき県が徴収する場合があります。 

 

  

徳島県及び県内 24 市町村は、 

原則すべての事業主を特別徴収義務者に指定し、 

個人住民税の特別徴収を徹底します。 
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４ 個人住民税の特別徴収に係るＱ＆Ａ 

 

問 質   問 回    答 

１ 「特別徴収」とはどのよ

うな制度ですか？ 

個人住民税の特別徴収とは、事業主（給与支払者）が毎月

の給与を支払う際に所得税の源泉徴収と同様に、個人住民税

を給与から天引きし、納入していただく制度です。 

２ 「特別徴収」以外にどの

ような徴収方法があるの

ですか？ 

「特別徴収」以外は、「普通徴収」となります。「普通徴

収」とは、市町村から送付される納税通知書で、個人が金融

機関等で納付する方法です。（年４回（市町村により異なりま

す）） 

３ 「特別徴収」はしなくて

はいけないのですか？ 

 所得税の源泉徴収義務のある事業主は、従業員の個人住民

税を特別徴収することが、地方税法第３２１条の４及び各市

町村の条例により義務づけられています。 

４ どのような場合に「特別

徴収」をしなくてはいけ

ませんか？ 

  従業員が前年中に給与の支払を受けており、かつ当年の４

月１日において給与の支払を受けている場合、事業主は原則

として特別徴収していただくことになります。 

５ （例外として）特別徴収

をしなくていい従業員

は？ 

 次のいずれかに該当する従業員については、当面の間、個

人住民税普通徴収該当理由書を提出いただくことにより普通

徴収による方法も認められますので、個人住民税普通徴収該

当理由書を提出してください。 

①他の事業所で特別徴収されている（例：乙欄該当者） 

②給与が少額で、特別徴収税額の引き去りができない  

③給与の支払が不定期（例：給与の支払が毎月でない） 

④退職又は退職予定者（５月末日まで） 

６ （例外として）特別徴収

をしなくていい事業主

は？ 

 次に該当する事業主については、当面の間、個人住民税普

通徴収該当理由書を提出いただくことにより普通徴収による

徴収も認められますので、個人住民税普通徴収該当理由書を

提出してください。 

○受給者総人員数（役員も含む）が２人以下（他市町村分も

含め、上記、問５に該当する者を除いた全受給者数が２人以

下） 

７ アルバイト・パートの従

業員も特別徴収しなくて

はいけないのですか。 

 アルバイト・パートであっても、給与の支払いを受けてい

るのであれば、すべて「給与所得者」となります。所得税の

源泉徴収が行われていれば、アルバイト・パート・役員等す

べての従業員が原則として特別徴収の対象となります。 

 ただし、問５の理由に該当する場合は、当面の間、個人住

民税普通徴収該当理由書を提出していただくことにより、普

通徴収も認められますので、個人住民税普通徴収該当理由書

を提出してください。 

８  従業員は家族だけなので

すが特別徴収しなくては

いけませんか？ 

 家族に対して支払う給与から所得税を源泉徴収しなければ

ならない場合は、特別徴収をする義務があります。 

 ただし、問５及び問６に該当する場合は、当面の間、個人

住民税普通徴収該当理由書を提出いただくことにより普通徴

収による徴収も認められますので、個人住民税普通徴収該当

理由書を提出してください。 
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問 質   問 回    答 

９ 

 

従業員が少ないのですが特

別徴収しなくてはいけませ

んか？ 

また、毎月納入するのは手

間がかかります。 

問６に該当する事業主については、当面の間、個人住民税

普通徴収該当理由書を提出いただくことにより普通徴収によ

る徴収も認められますので、個人住民税普通徴収該当理由書

を提出してください。 

  また、従業員が常時１０人未満の事業主は、市町村に申

請して承認を受けた場合、年１２回の納期を年２回とする制

度（納期の特例）を利用できます。（地方税法第３２１条の

５の２） ※ ５Ｐ 納期の特例参照 

10 「納期の特例」を利用すれ

ば、毎月の給与からの天引

きをしなくてもいいのです

か？ 

「納期の特例」は、特別徴収した個人住民税を半年分まと

めて納入することができる、あくまで納期に関する特例です

ので、毎月の給与からの天引きについては実施していただく

必要があります。天引きした住民税を預かっていただき、年

２回に分けて納入してください。※５Ｐ 納期の特例参照 

11 「特別徴収」のメリットは

何ですか？ 

 毎月の給与から天引きされるため、従業員の方が納期ごと

に金融機関等へ行く手間が省ける上、納め忘れがなくなりま

す。 

 また、普通徴収では年４回（市町村により異なります。）

の支払いですが、特別徴収は１２か月に分割して毎月の給与

から天引きされますので、１回あたりの負担が緩和されま

す。 

12 県外に居住地のある従業員

についてはどうしたらいい

のですか？ 

 所得税の源泉徴収義務のある事業主は、従業員の個人住民

税を特別徴収することが義務づけられています。 

 他県でも特別徴収推進の取組みを実施しておりますので、

従業員が居住する市町村にお問い合わせください。 

13 特別徴収により納税した場

合に、前納報奨金制度の適

用はあるのですか？ 

 前納報奨金は、普通徴収分の個人住民税を、第一期の納期

限内全期分を一括して納付した場合等に一定の割合で交付す

る制度で、地方税法第３２１条第２項及び市町村の条例に基

づき一部の市町村で実施されております。 

  特別徴収は、毎月の給与から税額を天引きして納めていた

だくので、前納報奨金制度はありません。 

  所得税の源泉徴収と同様、個人住民税についても特別徴収

することとされていますので御理解をお願いします。 

14 今まで、普通徴収されてい

たのに、なぜ突然、特別徴

収義務者に指定されるので

すか。特別徴収は最近でき

た制度なのですか？ 

 特別徴収制度は以前からの制度であり、最近になってでき

たものではありません。 

 問３のとおり地方税法第３２１条の４等により、所得税の

源泉徴収義務のある事業主は、個人住民税の特別徴収義務が

あります。 

 本県では、これまでも県・市町村が共同で事業所規模に応

じ、段階的に特別徴収義務者の指定に努めてきました。 

 今回、さらなる法令遵守を目指し、県及び全市町村で特別

徴収の徹底の取組みを実施しております。 

 平成３１年度からは、問５及び問６の理由に該当する場合

を除き個人住民税の特別徴収をしていただきますので、御理

解と御協力をお願いします。 

15 地方税法で特別徴収するこ

とが定められているとのこ

とですが、どの規定です

か？ 

 地方税法第３２１条の３及び第３２１条の４に規定されて

います。 
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問 質   問 回    答 

16 昨年と同様に普通徴収とし

てください。 
問５及び問６の理由に該当しない場合は、普通徴収とする

ことはできません。 

17 これまで他の市町村から特

別徴収について言われたこ

とはないのですが。 

今回、法令遵守の徹底及び公平性の確保から、平成３１年

度から個人住民税の特別徴収義務の徹底に取り組むことにな

りました。特別徴収は、法令により事業主に義務づけられて

いるものですので、御理解と御協力をお願いします。 

18 他の都道府県では普通徴収

が認められているのに、ど

うして徳島県だけしなけれ

ばならないのですか？ 

他の都道府県での取扱いは分かりませんが、特別徴収は、

法令により事業主に義務づけられておりますので、御理解と

御協力をお願いします。 

19 担当者の事務負担が増える

ので、特別徴収をしたくな

いのですが。 

 

特別徴収者の指定は、地方税法及び市町村の条例により行

われるものであり、これらの理由で特別徴収を行わないこと

は認められておりません。また、従業員が個々に徴収方法を 

選択することも認められておりませんので、御理解と御協力

をお願いします。 

20 経費をかけられないので特

別徴収ができないのです

が。 

21 従業員の異動（就退職）が

多く、事務が繁雑になるの

で、普通徴収としてもらい

たいのですが。 

22 従業員から普通徴収で納め

たいと言われるのですが？ 

23 特別徴収を拒否した場合ど

うなりますか？ 
 地方税法第 321 条の５の規定により、特別徴収義務者は特

別徴収税額決定通知書に記載された税額を納期限内に納入す

る義務があります。特別徴収を拒否し、納期限を経過した場

合は、税金を滞納していることとなり、同法第 331 条の規定

に基づき滞納処分が行われます。 

  また、同法第 324条第３項では「納入すべき個人の市町村

民税に係る納入金の全部又は一部を納入しなかった特別徴収

義務者は 10 年以下の懲役若しくは 200 万円以下の罰金に処

し、又はこれを併科する」こととされています。 

24 税金の徴収は市町村の義務

であり、その義務を事業主

に押しつけないでもらいた

い。 

地方税法により、所得税の源泉徴収義務のある事業主は、個

人住民税についても、従業員の給与から天引きし、その税額

を従業員の住所地である市町村に納入することが義務づけら

れています。一方、市町村には、地方税法より所得税の源泉

徴収義務者を個人住民税の特別徴収者として指定することが

義務づけられています。今回の取組は、この義務の徹底を図

るものですので、御理解と御協力をお願いします。 
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問 質   問 回    答 

25 事務取扱費のような補助

や、事務費負担相当額の免

除があってもいいのではな

いですか？ 

個人住民税の特別徴収は、法律で義務づけられたものであ

り、報酬的な性格を持つ金品を付与することは、法に特に定

めがある場合を除きできないものと解されています。 

26 特別徴収により納税するに

はどのようにしたらいいの

ですか？ 

毎年１月末までに従業員が１月１日時点で居住する市町村

へ給与支払報告書（総括表・個人別明細書・普通徴収該当理

由書等）を提出してください。その際に、特別徴収の区分と

してください。 

その給与支払報告書を基に、各市町村において、従業員ご

との税額を計算し、５月中に事業主あてに「特別徴収税額決

定通知書」が送付されます。 

この特別徴収税額通知書には、６月から翌年５月までに徴

収する個人住民税額（年税額及び毎月の額）が記載されてい

ますので、毎月の給与から特別徴収税額決定通知書に記載さ

れた月割額を給与から天引きし、翌月の１０日までに金融機

関を通じて各市町村に納入してください。 

27 地方税法第３２１条の３第

１項後段ただし書では、「特

別の事情による場合は特別

徴収によらないことができ

る」とありますが、「特別な

事情」とは具体的には何で

すか？ 

「特別の事情」とは、当該市町村に給与所得者が少ないこ

と、給与支払者ごとの給与所得者の数が少ないことなど、徴

税費の軽減等の見地から、かえって特別徴収の方法によるこ

とが不適当であると認められる場合であります。 

 例えば、その市町村内において、家内工業的な事業が主で

あり、給与所得者の数が少なく、雇用の形態も固定的、永続

的ではなく、臨時的、日雇的なものがほとんどであるような

場合が考えられます。 

  なお、この特別な事情は、特別徴収義務者ごとに考慮し、

特別徴収すべきかどうかを判断するものではなく、当該市町

村全体として判断すべきものであるとされており、個々の事

業者や納税義務者ごとに特別徴収の可否を判断するものでは

ありません。 

28 県内市町村在住の従業員が

いない場合には、特別徴収

はどうなりますか？ 

従業員が１月１日現在に住所を有する市町村において特別

徴収義務が生じることになりますので、現在、県内市町村に

住所を有する従業員が１人もいない場合であっても１月１日

現在に住所を有していた場合には、特別徴収義務が生じま

す。 

29 従来、住民税の申告書(総

括表）には希望のチェック

欄があり、選択制で普通徴

収を選ぶことができたはず

ですが。 

 前年中に給与所得があり、当該年度の初日(４月１日）に

おいて給与の支払いを受けている者に課する「所得割と均等

割」は、特別徴収によって徴収する（地方税法第 321 条の３

第１項）とされており、従業員の都合で普通徴収を選ぶこと

はできません。 

  したがって、給与支払報告書の摘要欄などに普通徴収希望

などと記載されても、普通徴収にすることはできません。 

  ただし、給与所得及び公的年金等に係る所得以外の所得に

係る所得割については、住民税申告書の所定欄に希望を記載

することにより、普通徴収を選択することができることにな

っています。(同法 321 条の３第２項ただし書） 

30 従業員が２か所以上に勤務

して給料をもらっている場

合は、どこが特別徴収する

のですか？ 

 原則として、主たる給与の支払いを受けている勤務先で特

別徴収を行います。 
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問 質   問 回    答 

31 事業不振のため、特別徴収

した個人住民税を運転資金

等に回し納期限内に納めら

れないのですが。 

事業主が特別徴収した徴収金は、従業員からの預り金であ

り、事業資金ではありません。必ず決められた納期限内に納

めてください。なお、納入すべき個人住民税を納期限内に納

入しなかった特別徴収義務者（事業主）は業務上横領に類す

るものとして、地方税法第 324 条第３項において罰則規定が

あります。 ※ 問２３参照 

32 給与から天引きした個人住

民税を滞納したらどうなり

ますか？ 

納入期限を経過して納入した場合、法令に基づき算定した

延滞金が加算されます。延滞金は特別徴収義務者（事業主）

が負担するものですので、従業員から延滞金を徴収してはい

けません。 

納入いただけない場合は、特別徴収義務者に対し督促状を

発送し、督促状発送後 10日を経過しても納入がないとき

は、差押えなどの滞納処分を行うことになります。 

また、特別徴収義務者が滞納した場合は、特別徴収の対象

となっている従業員全員について、納税証明書を発行できず 

従業員にも多大な迷惑がかかることとなります。 

33 徳島県の入札参加資格審査

申請時に特別徴収の実施確

認を行っていますが、この

申請時の特別徴収義務の基

準も徳島県統一基準と同一

となると考えていいのです

か？ 

 「徳島県統一基準」は、特別徴収が未実施である事業主

(給与支払者)に対して段階的に特別徴収への完全移行をお願

いするために設けた「当面、普通徴収を認める基準」であ

り、徳島県の入札参加資格審査申請時に行う特別徴収の実施

確認の基準とは異なります。 

 県の入札参加資格審査申請時に行う特別徴収の実施確認に

当たっては、法定どおり、所得税の源泉徴収義務のある事業

主は個人住民税の特別徴収義務があるものとして審査しま

す。 

34 従業員の中には、４月１日

から１年間の雇用契約を締

結し、毎年契約を更新して

いる者がいます。 

こうした従業員の個人住民

税も特別徴収の対象になる

のですか？ 

地方税法第 321 条の３において、前年中において給与の支

払を受けており、当該年度の初日（４月１日）において、給

与の支払を受けている者は、個人住民税を特別徴収の方法に

よって徴収するとされております。 

したがって、ご質問のような４月１日から１年間の雇用契

約が翌年の３月３１日に終了するとしても、翌年４月１日現

在において、事業主と従業員が雇用関係にあり、従業員が給

与の支払を受けうる状況である場合は、特別徴収をしていた

だくことになりますので、特別徴収の対象として給与支払報

告書を提出してください。 

なお、「徳島県統一基準」では、「退職又は退職予定（５月

末日まで）」を普通徴収該当理由としていますが、この基準

は、給与支払報告書提出時において、明らかに４月１日以降

５月末日までに雇用関係がなくなると見込まれる者を対象と

しており、これ以外の場合は、特別徴収の対象として給与支

払報告書を提出していただきますので、ご留意ください。 

また、特別徴収の対象として給与支払報告書を提出した従

業員が、結果として４月１日に契約の更新が行われず、雇用

関係がなくなったときは、給与所得者異動届出書を対象市町

村に提出してください。 
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問合わせ先一覧 

 

 

□徳島市市民税課     ☎  088-621-5063  □鳴門市税務課    ☎ 088-684-1207 

□小松島市税務課      ☎  0885-32-3821  □阿南市税務課   ☎  0884-22-1114 

□吉野川市税務課    ☎ 0883-22-2215  □阿波市税務課    ☎  0883-36-8713 

□美馬市税務課        ☎  0883-52-5602  □三好市税務課    ☎ 0883-72-7615 

□勝浦町税務課     ☎ 0885-42-1503  □上勝町税務課   ☎ 0885-46-0111 

□佐那河内村住民税務課  ☎  088-679-2114  □石井町税務課    ☎ 088-674-1115 

  □神山町税務保険課     ☎  088-676-1115  □那賀町税務保険課 ☎  0884-62-1182 

  □牟岐町税務会計課   ☎ 0884-72-3410  □美波町税務課    ☎  0884-77-3615 

  □海陽町税務出納課    ☎  0884-73-4153  □松茂町税務課    ☎ 088-699-8715 

  □北島町税務課     ☎ 088-698-9803  □藍住町税務課   ☎ 088-637-3117 

  □板野町税務課     ☎ 088-672-5983  □上板町税務課   ☎ 088-694-6807 

  □つるぎ町税務課    ☎ 0883-62-3111  □東みよし町税務課 ☎ 0883-82-6304 

 

 （従業員がお住まいの市町村にお問い合わせください。） 

 

 

■徳島県市町村課    ☎ 088-621-2728  ■徳島県税務課   ☎ 088-621-2076 
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